
事務     等 見直  向  調査 概要（   台）
１ 調査の趣旨・手順 ２ 事務・サービス等の分類と調査項目一覧

大分類 分類

市民    等 施設 管理 運営
（受益者負担あり） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

施設 管理 運営
（受益者負担なし） ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

参加・協働の場 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ △

公聴 相談 苦情申 立
て・斡旋等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ △

表彰・顕彰・認定 ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ △

イベント等 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ △

出版物等 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × × ○ △

  他 市民    等
（※２） ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

補助 助成金等 補助 助成金等（個人等） ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ △

補助 助成金等（団体等） ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ △

融資等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ △

許認可等 許認可等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ △

政策推進計画・方針 策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × × ○ △

進行管理 ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ × × ○ × × × × × × △

意思決定
市長又 副市長 参加
する会議
及び付随する下部会議

○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × × × × × × × △

審議会・協議会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × × × × × × × △

内部管理 内部管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ × × × ○ △

※１ 人件費＋事業費（H25年度決算）
※２     国際交流 危機管理 防災 文化 芸術      子   子育 支援 保健 医療 高齢者福祉 障害者 児 福祉 産業 農業 環境 衛生 自転車対策 港湾 社会教育 学校教育   他 等 分類
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本市 実施  事務 市民          一定 見直  進      

の、社会状況の変化により、当初の目的が失われてきているものもあることから、可能

 限  単位当   行政    見  化 図     廃止 含  見直  手

法 検討   事務     等 見直  考 方           

STEP1 モデル事務・サービス等の調査の実施

一般会計における200程度 事務等 見直 検討          抽出  

調査 行  

調査の際は、従来からの「福祉」、「教育」等の分類に捉われず、事務・サービス等

横断的に比較検討可能な分類を設定する。（右記表の「事務等の分類」を参

照）

   調査項目      法律 政令   実施 義務付  有無  (純)行

政    利用状況等 基  単位当   (純)行政           上乗

せ」・「横出し」サービス等の把握のための、国の基準及び他都市のサービス水準との

比較項目等とする。（右記表の「調査項目」を参照）

STEP2 調査結果 分析 基   考 方  設定（ 平成26年度）

事務等 分類別  調査項目 基  見直 等 考 方 検討   

市民     見直 等 手法     目的 失              

「廃止」・「規模縮小」や、負担の公平性・公正性の観点からの「受益と負担の適正

化    想定         検討 当     先行  基準 示   使用料 

手数料 設定基準  基  市場性 公共関与 必要性 有無（高低）等 考

え方を十分に踏まえる。

   意思決定等 内部事務 見直  関      効果 検証     迅速

性 効率性 確保 資        

■第２回研究会：市民     補助金等 関  見直  考 方 検討

■第３回研究会：意思決定、計画等に関する見直 考え方の検討

■第４回研究会：第２回・第３回の中間とりまとめ

STEP3 個別 具体的 事務等 見直  着手（平成27年度 ）

資料５


